
今年度のバイオマス持続可能性WGの進め方

令和3年6月
資源エネルギー庁

資料１



１．バイオマス発電の現状

２．今年度の論点
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2010
年度

水力 8.8
～9.2％程度

風力 1.7％程度

地熱 1.0
～1.1％程度

太陽光
7.0％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.7～4.6％程度

2030
年度

ベースロード比率
：56％程度

10,650億kWh
（電力需要＋送配電ロス等）

＜電源構成＞

火力全体：65％
ＬＮＧ 29％

石油 9％
石炭 28％

原子力 25％

再エネ 9％

2019
年度

再エネ 18%

原子力 6％

原子力
22～20％程度

火力全体：56％程度
ＬＮＧ 27％程度
石油 3％程度
石炭 26％程度

再エネ
22～24％程度

火力全体：76％
ＬＮＧ 37％

石油 7％
石炭 32％

風力 0.7％

地熱 0.3％

太陽光
6.7%

ﾊﾞｲｵﾏｽ 2.6％

水力
7.8%

出典）総合エネルギー統計(2019年度確報値)等を基に資源エネルギー庁作成

※バイオマスはバイオマス比率考慮後出力。
※改正FIT法による失効分（2020年12月時点で確認できているもの）を反映済。
※地熱・中小水力・バイオマスの「ミックスに対する進捗率」はミックスで示された値の中間値
に対する導入量の進捗。

(kW) 導入水準
(20年12月)

FIT前導入量
＋FIT認定量
(20年12月)

ミックス
(2030年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 6,000万 8,000万 6,400万 約94%

風力 450万 1,240万 1,000万 約45%

地熱 60万 64万
140～

155万
約41%

中小
水力

980万 999万
1,090～

1,170万
約87%

バイオ 490万 1,030万
602～

728万
約74%
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エネルギーミックス
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メタン発酵ガス 未利用材 一般木材等・液体燃料 建設資材廃棄物 一般廃棄物・その他

＜バイオマス発電のFIT認定量・導入量＞ 一般木材等・液体燃料区分について、2016年度から、輸入材を燃料とするFIT認定案件が急増。

（2015年度末時点：300万kW ⇒ 2020年度12月時点：679万kW）

FIT導入前 2016年3月 2020年12月 ミックス

FIT前導入量
230万kW

FIT前+FIT認定量
600万kW

FIT前+FIT認定量
1030万kW

導入量
280万kW

導入量
491万kW

602万～728万kW

20万kW

300万kW

40万kW
10万kW

20万kW

10万kW

10万kW

11万kW
56万kW

679万kW

9万kW
44万kW

163万kW

39万kW

43万kW

124万kW

37万kW

16万kW
24万kW

274～400万kW

RPS
127万kW

（万kW）

※  改正FIT法による失効分（2020年６月時点で確認できているもの）を反映済。
※  バイオマス比率考慮済。

9万kW

7万kW
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バイオマス発電について



１．バイオマス発電の現状

２．今年度の論点
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 2018年度以降は、FIT認定にあたっては、基準を満たす「第三者認証」を取得している必要。2018年度から、 合
法性・持続可能性の確保に有効と考えられる「第三者認証」のあり方について検討・具体化。

 また、2020年度から、追加項目として、「食料競合」、「ライフサイクルGHG」について、本WGで検討中。

第三者認証

・確認すべき項目を具体化
環境 ・・ 土地利用変化への配慮、生物多様性保全 等
社会・労働 ・・ 労働者の権利保護、児童労働規制 等
ガバナンス ・・ 法令遵守、適切な情報公開 等
その他 ・・ サプライチェーン上の分別管理、認証の第三者性の担保 等

・FIT認定に利用可能な第三者認証を特定済（RSPO、RSB、GGL）

食料競合
・「可食」か「非可食」か
・土地利用変化の懸念があるか（「主産物」か「副産物」か。）
等について検討済み。

ライフサイクル
GHG

・燃料の発生地点（例えば農園）から発電所に至るライフサイクル全般における温室効果ガスの①
算定式、②排出削減目標・基準、③確認方法等を検討中。

・例えば、算定式については、燃料種の栽培工程、燃料精製工程、輸送工程等のそれぞれについて
合理的な根拠をもとにした算定ルールを決定する必要。

・昨年度から検討を開始し、現在も継続中。

※2018年4月から、「第三者認証」による持続可能性確認を要件化。2019年度調達価格等算定委員会からの要請に基づき、2020年度から「ライフサイクルGHG」
及び「食料競合」について、専門的な場（バイオマス持続可能性WG）で検討中。 6

FIT制度において確認を求める「持続可能性」について



Ⅲ．分野別事項 ５．バイオマス発電（2）バイオマス発電の 2021 年度の取扱い ① 新規燃料等の取扱い等

（略）

 上記をふまえ、今年度、バイオマス持続可能性WGでは、

「食料競合」・「ライフサイクル GHG」、

「第三者認証スキームの追加等」について、

その内容を専門的・技術的に検討してきた。

その内容は、2020 年 11 月末時点で右記のとおり。

同年 12 月以降も、検討を継続しているところ。

 バイオマス持続可能性ワーキンググループでは、

食料競合の考え方については整理が進んだものの、

ライフサイクル GHG 等の観点について引き続き

検討中であることをふまえ、2021 年度については、

バイオマス発電の新規燃料を認めないこととした。

調達価格等算定委員会意見（2021年1月27日）より抜粋

Ⅲ．分野別事項 ５．バイオマス発電（１）新規燃料の取扱い

（略）

 食料競合については、本委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を行った上で、その判断のための基準を策定し、当該基準に照らして、

食料競合への懸念が認められる燃料については、そのおそれがないことが確認されるまでの間は、FIT制度の対象としないこととした。

 食料競合への懸念が認められない燃料については、ライフサイクルGHG排出量の論点を本委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を継続

した上で、ライフサイクルGHG排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものは、FIT制度の対象とすることとした。

 なお、既に買取りの対象となっている燃料についても、本委員会とは別の場において、ライフサイクルGHG排出量の論点について専門的・技術的

な検討を行うこととした。

調達価格等算定委員会意見（2020年2月4日）より抜粋
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前回のWG後の状況変化①（調達価格等算定委員会からの要請）



バイオマス発電協会から要望のあった新規燃料バイオマス発電事業者協会から要望のあった新規燃料等

2018，19年度提案2018，19年度提案

2020年度提案
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（参考）調達価格等算定委員会において業界要望があった
新規燃料



区分（品種） 概要 2012年価格 2021年価格

メタン発酵ガス（バイオマス由来）
下水汚泥・家畜糞尿・食品残渣由来
のメタンガス

39円/kWh 39円/kWh

間伐材等由来の
木質バイオマス

2,000kW以上
間伐材、主伐材 32円/kWh

32円/kWh

2,000kW未満 40円/kWh

一般木質バイオマス・農
産物の収穫に伴って生
じるバイオマス
固体燃料

10,000kW以上
製材端材、輸入材、剪定枝、パーム椰
子殻（PKS）、パームトランク

24円/kWh

入札

10,000kW未満 24円/kWh

農産物の収穫に伴って生じる
バイオマス液体燃料

パーム油 24円/kWh 入札

建設資材廃棄物
建設資材廃棄物（リサイクル木材）、
その他木材

13円/kWh 13円/kWh

廃棄物・その他バイオマス 一般廃棄物、食品残渣、廃食用油等 17円/kWh 17円/kWh

※ 調達期間は20年間
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（参考）FIT制度におけるバイオマスの区分



 本WGでは、第三者認証の追加について、原則、夏頃までに、追加の希望意思を事務局に示した
第三者認証制度に関し、意見聴取等を行い、検討結果は、年内に調達価格等算定委員会に
報告することとした。

 今年度については、本日から２週間後の7月14日までに追加希望意思が事務局に示されたもの
について検討を行うこととする。
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前回WG後の状況変化②（新たな第三者認証追加の要請）
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（参考）新第三者認証スキームの追加等について
（第8回バイオWG資料より抜粋）



今年度WGの主な検討内容

＜環境、ライフサイクルGHG＞
• 地球環境への影響

⇒ 残された算定式に係る論点を整理する
⇒ 排出削減基準の検討を行う
⇒ 確認方法の検討を行う

 今年度のWGでは、これまでの経過を踏まえ、 「ライフサイクルGHG」、「新第三者認証スキームの
追加」などについて、その内容を専門的・技術的に検討する。

 「新第三者認証スキームの追加」については、本年7月以降、関係者へのヒアリングを踏まえつつ、年
内に調達価格等算定委員会に報告することを前提に、検討を進める。

＜新第三者認証スキームの追加＞
• 現行の持続可能性基準への適合

⇒ 追加の要請に応じた、第三者認証スキームの確認を進める

※食料競合については、昨年度の検討において結論を得ているが、②燃料用途のバイオマス種の栽培による他の可食バイオマス種の土地
利用変化への影響の判断における主産物の扱い等について、必要に応じ検討を行う
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今年度WGの議論の全体像


